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研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　訪問看護グループ　　　　　職　種　看護師　　　　氏　名　大井　広美

	期　　間　　平成　31年　3月　1日　～　平成　　年　　月　　日

	出張目的　　H30年度　全日病　訪問看護研修会

	出 張 先　　青森県医師会館

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


「訪問看護の現状と県の取り組みについて」

青森県健康福祉部医療薬務課　課長　奈良下　淳氏

＜地域医療構想策定の背景＞
・本県の人口は平成２７年から１０年間で14.4万人減少
・75歳以上混交は3.6万人増加し平成47年には高齢化率が全国2位に
・平成37年には団塊世代が75歳以上に
・疾病構造の変化や重度の要介護者等の増加により、医療・介護ニーズが増大
・入院患者数は平成37年から平成42年にかけてピークに
以上のことが構想策定の背景となっている。
＜必要病床数の推計＞
2025年の必要病床数は、2015年と比較し、全体で3486床少ない。
高度急性期については、２７％減、急性期については、５０％減、回復期は２９％増、慢性期については、在宅医療等の医療需要を病床数に換算し２３％減となっている。
＜在宅医療等の見込み数について＞
地域医療構想では入院医療は2014年15313床であり、2025年は11827床と減少。減少した分については、在宅医療等へ移行となる。移行の内訳としては、一般病床からの移行1676床→外来へ移行、療養病床からの移行1128床→介護医療院634床・介護施設205床・訪問診療288人（入院から在宅医療等への移行）の見込みとしている。また、在宅医療等については、老健5148人→5454人、訪問診療561054人→694626人と高齢者人口の増等により増加する2025年時点での在宅患者の見込みとなっている。
＜在宅医療等の確保の方向性＞
病院、診療所
課題：在宅療養支援病院・診療所を含め訪問診療を実施する医療機関及び報恩診療件数が少ない
取り組み
1 各郡市医師会の取り組み：相談窓口の設置・関係者間での会議の開催、研修会の開催、患者情報の共有システムの構築
2 県医師会の取り組み：専門研修の実施・他職種連携研修の実施及び在宅医療情報サイトの作成とHP上での普及、啓発活動の実施
3 全日病青森の取組：急変時等の患者受け入れ等の支援
方向性
将来の医療需要の増加を踏まえ、在宅医療に取り組む医療機関の増加及び訪問診療件数の増加並びに方向支援機能の強化を図る。
訪問看護
課題：ステーション数が全国と比べて多いが、将来の医療需要の増加を踏まえると不足が見込まれる。訪問看護師等の職員の確保・定着が難しく小規模な事業所が多いことから、24時間対応などサービス提供内容に制約がある。
取り組み：
1 全日病青森の取組：訪問看護推進事業として訪問看護に関する研修の実施や訪問看護ステーションの普及、啓発活動を実施。
2 各訪問看護ステーションの取組：看護職員の人員確保のため、初めて訪問看護に従事する職員に対して、研修を実施。
方向性：訪問看護師の増に向けた養成、確保、訪問看護事業所の体制強化、訪問看護事業所間の連携強化を図る。
＜訪問看護推進対策事業（継続）＞

現状と課題→事業内容
1 訪問看護職員数の不足
医療需要に応じた訪問看護職員数の見込みとしては2025年には916人が必要。
小児、精神疾患への対応、在宅看取り数の増加等を考慮すれば更なる増員が必要となる見込み
→訪問看護の体験型研修（動機づけ）
　訪問看護職員の人材確保、復職支援、離職防止
2 １施設当たりの訪問看護職員数が少ない
3～6人が多く、24時間対応には限界がある。また、収支は赤字傾向である。
職員に過度な負担なく24時間対応できる訪問看護ステーションを増やす必要がある。
→訪問看護ステーション連携強化推進事業
　24時間365日、安全・安心な在宅医療を支える多様なサービスを提供できるよう、既存の小規模訪問看護ステーションの規模・機能拡大や連携強化等に向け、研修及び圏域内の関係者間で協議を行う。
3 訪問看護に対する認知の不足
県民：訪問看護の内容や利用方法がわからない。
ケアマネ：訪問看護の活用に関する情報や意識の不足。
→訪問看護ステーションの活動状況等が整理され、サービス利用の促進が期待

＜考察＞

青森県での訪問看護の現状と取り組みについては、ほぼ昨年度と同様の内容であったと思う。今後においても継続して在宅医療が期待され、それぞれの課題があるもののその実現に向けた地域での医療提供体制の構築を理解することができていた。訪問看護職員数の不足に当たり、体験型研修を行っており当ステーションにも受け入れの案内があった。しかし、受け入れる側に余裕がなければ研修自体受け入れが困難であると感じている。しかし、当法人においても、訪問看護に対する認識不足は感じられ訪問看護の導入に繋げられていないケースもあるのではないだろうか。法人においても、訪問看護の体験型研修は体験する事で訪問看護の必要さを感じ興味をもつ機会になるのではないかと考える。

「在宅緩和ケアにおける訪問看護ステーションとの連携」
北畠外科胃腸科医院　院長　北畠滋郎
＜在宅緩和ケアとは＞
緩和ケアを在宅で提供する

理念
・在宅で提供する終末期の緩和ケア
・患者さんが中心
・一人ひとりの人間の生き方を支える
・安楽に過ごす→痛みやその他の苦痛な症状からの解放
・患者さん、家族を支える
・チーム（他職種）で支える
なぜ在宅なのか
現在、超高齢化、多死社会であること、死亡の場所として医療病床が減ることから在宅での看取りが増加すること、医療費の問題、キュアからケアへ等が挙げられる。

　在宅医療はナーシング

· 有能な訪問看護師と連携して在宅医療を行うと、医師の負担は大幅に軽減される。

· 訪問看護により全身状態が良好に維持管理されると、緊急訪問、往診は少なくなる。

· 些細な病状、生活情報を汲んで丁寧に対応すると安定した在宅療養を継続できる。

→在宅に急変はない！予想された経過だ！

訪問看護との連携、今後の期待

· 信頼できる力量の高い訪問看護師への指示書には、細かな指示よりも包括的な指示で良い。

　　→初期対応を看護師に委ね、判断に苦慮した際に連絡してもらう。

· 彼らの言葉に謙虚に耳を傾けることが大切。

· 在宅医療の推進は、紛れもなく訪問看護の充実にかかっている。
＜考察＞
訪問看護師は療養上生活支援の専門家として、住み慣れた地域で療養生活を継続していきたい患者に対し、生活の質の向上を目指したより良いケアを提供する役割がある。看護師の活動の場が医療を提供する「病院」から生活を支える「地域」へ移行と繰り返し述べられており、訪問看護師としての能力も求められる。また、講義から医師から訪問看護師への力量の向上を期待されている事を感じ、まずは個々の技術、能力、質の向上に取り組みたい。

「ギリギリ訪問看護ステーションの現状」

訪問看護ステーションアスダ　所長　森　弘美氏

　訪問看護ステーションマスダは五所川原市、母体はマスダ病院。事務所は5Fに位置している。現在訪問看護職員は3名。

　少ない人数でのメリット・デメリットついて

　メリット：情報共有がしやすい（ケア内容や目標など）・仕事の割り振り・カンファレンスがいつでもできる等

　デメリット：利用者の受け入れ制限・職員の急な欠勤があった際の訪問の変更・訪問業務以外の月末月初の繁忙時・外部研修に参加しにくい（スキルアップの妨げ）・主治医への報告や指示受けに時間がかかると業務に支障をきたす等

　

＜考察＞

青森県の訪問看護ステーション職員数は3～6名で構成されているステーションが多い。当ステーションも3名であり、訪問看護ステーションマスダの森氏の講演は共感する部分が多かった。上記以外では、少ない人数で24時間対応を行うことでの職員の精神的な負担は大きく、気が休まらないと言うスタッフからのクレームがあるとのこと。職員数の増加により問題が解決できるのかは疑問であるが、訪問看護職員数を今後増やしていく方向であれば問題の１つだと感じている。
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